
別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備考

1
企業導入・産
業活性化措置

徳島県企業立地補助金事業に
かかる基金造成

徳島県 498,268,000 498,268,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成35年度

番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 徳島県企業立地補助金事業にかかる基金造成

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 徳島県

交付金事業実施場所 徳島県

交付金事業の概要 徳島県企業立地補助金事業にかかる基金造成

総事業費 498,268,000 交付金充当額 498,268,000

うち文部科学省分

－ 498,268,000（総事業費）

うち経済産業省分 498,268,000

交付金事業の成果及び評
価

平成３０年度から当基金を活用して電源地域の住民が通常通勤することができる地域への企業立地を促
進し、地域経済の活性化や雇用創出を図っていく予定である。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 なし

交付金事業の成果指標 再評価を行う平成35年度までに５社の企業立地(増設含む)を図る。

交付金事業の成果目標 電源地域の住民が通常通勤することができる地域における企業立地の促進を図る。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

基金造成 積立



別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

1
地域活性化措
置

三好市保育所運営事業 三好市 22,426,000 22,426,000
総事業費
35,567,800

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備考



Ⅱ．事業評価個表

池田第一保育所 保育士9名、行政事務職員1名、西井川保育所 保育士11名　保育士計21人分の人件費

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 三好市

　　うち経済産業省分 22,426,000

交付金事業の概要

交付金事業実施場所 三好市（池田町・井川町）

総　事　業　費　　(円) 35,567,800 交付金充当額　　(円)

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額　(円)

交付金事業の契約の概要

35,567,800（総事業費）

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 三好市保育所運営事業

22,426,000

　　うち文部科学省分

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 該当なし

交付金事業の成果目標
勤労形態の多様化などに伴う保護者からのニーズに対応するため、公立保育所（池田第一保育所・西井
川保育所）で延長保育を実施し、安心して子育てができる環境づくりをめざす。

交付金事業の成果指標 公立保育所（池田第一保育所・西井川保育所）の延長保育（9月～2月）のべ利用者数90人

交付金事業の成果及び評
価

　三好市では、交付金を活用することにより、充実した体制で、きめ細やかな保育所運営が可能とな
り、保護者から要望の高い延長保育が実施できた。
　9月～2月の延長保育利用者は、のべ86人であり、当初の目標であった90人を若干下回る結果となった
が、延長保育の利用を望んでいる育児世帯等に対し、安心して子育てができる環境を継続的に提供する
ことができた。
　また、三好市ホームページや市報に本交付金の活用実績を掲載し、市民に周知することにより、発電
施設及び発電事業への理解を深めることができた。

人件費 雇用 －



別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

東みよし町

交付金事業に要し
た経費

番号

平成２９年度電源立地地域対
策交付金事業　東みよし町特
別支援教育支援員配置事業

地域活性化措
置

総事業費
4,620,000

4,400,0004,400,0001

備考措置名 交付金事業の名称 交付金充当額
交付金事業者名又は間
接交付金事業者名



Ⅱ．事業評価個表

契約の相手方 契約金額　(円)

人件費 雇用 － 4,620,000（総事業費）

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度

交付金事業の成果目標
支援の必要な子どもが在籍する学校全てに特別支援教育支援員を配置し、特別支援教育にも幼・小・中
間の学びに連続性を確保し、学校教育教育の充実・向上を図ることで安心して子育てができる地域づく
りを目指す。

該当なし

交付金事業の成果指標

・幼 稚 園　　発達段階に応じた社会性の発達と身辺自立を目指す（５歳児）。
　　　　　　　　《内容》自発的な挨拶、きまりを守る、食事・排せつ等基本的生活習慣の確立
　　　　　　　　　　　　　達成度　８５％

・小中学校　  特別支援教育の個別指導計画の達成率を前年度と同等以上のものとすることを目指す。
　　　　　　　　　　　　　達成度　８５％

交付金事業の成果及び評
価

・幼 稚 園　　支援の必要な全園児が、就園応援シート（入園前に保護者に配布し発育上の課題を調査する）の
　　　　　　　課題を克服し（＝達成度１００％）、地域の小学校への入学を果たした。
　　　　　　　これにより、東みよし町相談ファイル「あおぞら」（誕生から成人までの成長を記入し、
　　　　　　　連続性のある支援を行うことを目的として作成）を活用した支援に繋げていくことができた。
・小中学校　　個別指導計画の達成率を１００％とし、児童生徒の適切な支援及び進級進学指導を行う
　　　　　　　ことができた。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法

　　うち文部科学省分
　　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東みよし町

交付金事業実施場所 東みよし町立足代幼稚園・足代小学校・昼間小学校・三好中学校

交付金事業の概要

総　事　業　費　　(円) 4,620,000 交付金充当額　　(円) 4,400,000

特別支援教育支援員５名　人件費

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 平成２９年度電源立地地域対策交付金事業　東みよし町特別支援教育支援員配置事業



別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

番号 措置名 交付金事業の名称

1
地域活性化措
置

交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備考

つるぎ町 6,000,000貞光保育所運営事業 6,000,000
総事業費
8,162,400



Ⅱ．事業評価個表

貞光保育所保育士７名人件費　平成２９年１０月～平成３０年２月

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 該当なし

人件費 雇用 － 8,162,400（総事業費）

交付金事業の成果指標

貞光保育所入所児童数　　平成２９年４月１日現在　４７名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　　　　　　　※年度当初から事業完了の翌日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５名の入所者増加を指標とする。
　　　　　　　　　　　　平成３０年３月１日現在　５２名

交付金事業の成果及び評
価

　つるぎ町では、子ども・子育て支援法第７７条の規定に基づき、「つるぎ町子ども・子育て会議」を設置し
た。この支援法では、急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み子ども及び子どもを
養育している者に必要な支援を行うと記してある。貞光保育所では、この法律を受け安心して子どもを預けられ
る保育所を目指している。その成果もあり、保育所では途中入所が増加し、全体数として１割以上の人数が増え
た年もある。
　また、時間外保育・一時預かり事業等の利用も増え保育士の負担も増大したが、電源立地地域対策交付金事業
を活用することで、保育士を増員し、全ての子どもが健やかに成長するような保育が可能となった。これによ
り、本年度においても、４月の入所児から起算して６名の増加となった。電源立地地域対策交付金事業は、働く
女性達が安心して子どもを産み育てる地域の環境づくりに大いに貢献しており、ホームページや広報誌等での周
知により、当交付金の主旨が達成できた。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額　(円)

　　うち経済産業省分 6,000,000

交付金事業の成果目標 働く女性達が安心して子どもを産み育てる地域の環境づくりを実施し住民福祉の向上を図る。

交付金事業の概要

総　事　業　費　　(円) 8,162,400 交付金充当額　　(円) 6,000,000

　　うち文部科学省分

番号 措置名

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 つるぎ町

交付金事業実施場所 つるぎ町貞光字西山１４８番地１

1 地域活性化措置 貞光保育所運営事業

交付金事業の名称



別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備考

28,783,000
総事業費
28,944,000

番号 措置名 交付金事業の名称

1

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

消防車両等整備事業 那賀町 28,783,000



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

消防車両等整備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 那賀町

交付金事業実施場所 那賀町桜谷、拝宮、深森、大殿、白石、御所谷、海川、坂州

交付金事業の概要 小型動力ポンプ付積載車３台、小型動力ポンプ８台

総　事　業　費　　(円) 28,944,000 交付金充当額　　(円) 28,783,000

　　うち文部科学省分

　　うち経済産業省分 28,783,000

交付金事業の成果目標 上那賀地区及び木沢地区における耐用年数を超えた消防設備を更新し、消防団員の負担を軽減する。

該当なし

交付金事業の成果指標
上那賀地区及び木沢地区における耐用年数を超えたポンプ積載車を61％から44％に、小型動力ポンプを
56％から21％に減少させる。

交付金事業の成果及び評
価

　那賀町は、過去に甚大な自然災害を経験したため、防災意識や機材の配備に地域住民の関心・要望の
強い町である。上那賀地区及び木沢地区の消防団においても、消火活動に必要な機器などの整備を促進
しているが、消防車やポンプが老朽化しているため、所属する消防団員が、頻繁に点検作業を行ってお
り、消防団員の負担は非常に大きいものである。本事業により、耐用年数を超えたポンプ積載車の割合
を44％に、小型動力ポンプの割合を21％に減少することができ、消防団員の負担軽減に貢献した。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額　(円)

小型動力ポンプ付積載車及び
小型動力ポンプ

指名競争入札 徳島防災株式会社 28,944,000

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度



別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

平成２９年度
電源立地地域対策交付金事業
勝浦町救急患者輸送事業

地域活性化措
置

総事業費
6,769,812

4,400,0004,400,000勝浦町

番号

1

備考措置名 交付金事業の名称 交付金充当額
交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費



Ⅱ．事業評価個表

人件費 雇用 － 6,769,812(総事業費)

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 該当なし

交付金事業の成果指標
年間200件、事業期間内においても100件以上が予想される救急患者の搬送要請に対し、24時間体制での
迅速な活動を継続する。

交付金事業の成果及び評
価

　勝浦町は消防非常備自治体であることから消防職員による救急業務がされていない。しかしながら、
救急患者輸送事業が実施されることにより、平成29年10月１日から平成30年2月28日の間に110件の救急
搬送が行われ、助かるべき生命が多く救われた。
　また、救急車両に電源立地地域対策交付金事業である旨のプレートを貼付して運行することにより、
地域住民への事業の周知にも役立っている。

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額　(円)

交付金事業の契約の概要

　　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標
町民のニーズに応えるため、救急隊員の人員体制強化・スキルアップを図り、常備消防機関設置までの
間、救急医療に関するサービス向上に努める。

総　事　業　費　　(円) 6,769,812 交付金充当額　　(円) 4,400,000

　　うち文部科学省分

勝浦町

交付金事業実施場所

交付金事業の概要

勝浦町内一円

非常時消防自治体である勝浦町での救急患者輸送を行うため6人の臨時職員を雇用する。

番号 措置名

地域活性化措置1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

交付金事業の名称

平成２９年度電源立地地域対策交付金事業　勝浦町救急患者輸送事業



別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

番号 措置名 交付金事業の名称

1

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備考

上勝町 4,400,000
電源立地地域対策交付金事業
福川グラウンド整備工事にか
かる基金造成

4,400,000



Ⅱ．事業評価個表

グラウンド整備 A=740m2　照明設備移設 1基　暗渠排水 L=140m　駐車場整備 7台

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成３２年度

福川グラウンド整備工事にかかる
基金造成

積立 － 4,400,000

交付金事業の成果指標
　平成２８年度に引き続き、平成２９年度も基金を造成する。
　基金造成・整備工事後、夏祭り（隔年実施）が行われる平成３２年度には年間利用人数１６００人を
目指す。（平成２８年度年間利用人数:１３５５人）

交付金事業の成果及び評
価

　平成２８年度に引き続き、平成２９年度も計画どおり基金造成を進めることができた。
　平成３０年度においては、造成した基金を取り崩し、福川グラウンド整備工事を実施する。
　整備工事後、夏祭りが行われる平成３２年度に事業成果の再評価を行う。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額　(円)

　　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標
　平成３０年度の福川グラウンド整備工事実施に向けて、平成２８年度及び平成２９年度の２ヶ年で基
金造成を進めている。

交付金事業の概要

総　事　業　費　　(円) 4,400,000 交付金充当額　　(円) 4,400,000

　　うち文部科学省分

番号 措置名

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 上勝町

交付金事業実施場所 上勝町大字正木

1
公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

電源立地地域対策交付金事業　福川グラウンド整備工事にかかる基金造成

交付金事業の名称


